
主に御議論いただきたい点
（「雇用類似の働き方」として保護すべき対象者について）

※ 中間整理では、「発注者から仕事の委託を受け、主として個人で役務を提供し、その対償として報
酬を得る者」を中心に検討することとされており、対象者の具体的な要件は保護の内容ごとに検討す
ることを基本としつつ、各検討課題において共通と考えられる論点についてまとめたもの。

委託者の要件について

主として個人で就業することについて

役務提供の範囲について

○ 役務提供の範囲について、どのように考えるか。例えば、サービスの提供以外の、物品等の製造・加工等
について、どのように考えるか。

その他の要件について

○ 法人である場合について、どのように考えるか。
※ 独立行政法人労働政策研究・研修機構「雇用類似の働き方の者に関する調査・試算結果等」（速報）によれば、業務委託等の仕事
を行う上で法人化している者の割合は、全体で7.5％（本業：8.8％／副業：3.0％）。

○ 委託する者（以下「委託者」という。）の範囲について、どのように考えるか。特に、委託者が事業者で
はなく、一般消費者である場合について、どのように考えるか。
※ これまでの検討会の議論では、保護の必要性に関する考え方に関し、交渉力や情報の質及び量の格差の存在等の観点も指摘されて

いる。

○ １人でも他人を使用する場合について、どのように考えるか。
○ 同居の親族を使用している場合について、どのように考えるか。
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◎家内労働法（昭和45年法律第60号）（抄）
（定義）
第二条 この法律で「委託」とは、次に掲げる行為をいう。
一 他人に物品を提供して、その物品を部品、附属品若しくは原材料とする物品の製造又はその物品の加工、改造、修理、浄洗、選別、包装若しく
は解体（以下「加工等」という。）を委託すること。

二 他人に物品を売り渡して、その者がその物品を部品、附属品若しくは原材料とする物品を製造した場合又はその物品の加工等をした場合にその
製造又は加工等に係る物品を買い受けることを約すること。

２ この法律で「家内労働者」とは、物品の製造、加工等若しくは販売又はこれらの請負を業とする者その他これらの行為に類似する行為を業とする
者であって厚生労働省令で定めるものから、主として労働の対償を得るために、その業務の目的物たる物品（物品の半製品、部品、附属品又は原材料
を含む。）について委託を受けて、物品の製造又は加工等に従事する者であつて、その業務について同居の親族以外の者を使用しないことを常態とす
るものをいう。
３ この法律で「委託者」とは、物品の製造、加工等若しくは販売又はこれらの請負を業とする者その他前項の厚生労働省令で定める者であって、そ
の業務の目的物たる物品（物品の半製品、部品、附属品又は原材料を含む。）について家内労働者に委託をするものをいう。
４ この法律で「補助者」とは、家内労働者の同居の親族であって、当該家内労働者の従事する業務を補助する者をいう。
５・６ （略）

◎下請代金支払遅延等防止法（昭和31年法律第120号）（抄）
第二条 この法律で「製造委託」とは、事業者が業として行う販売若しくは業として請け負う製造（加工を含む。以下同じ。）の目的物たる物品若し
くはその半製品、部品、附属品若しくは原材料若しくはこれらの製造に用いる金型又は業として行う物品の修理に必要な部品若しくは原材料の製造を
他の事業者に委託すること及び事業者がその使用し又は消費する物品の製造を業として行う場合にその物品若しくはその半製品、部品、附属品若しく
は原材料又はこれらの製造に用いる金型の製造を他の事業者に委託することをいう。
２ この法律で「修理委託」とは、事業者が業として請け負う物品の修理の行為の全部又は一部を他の事業者に委託すること及び事業者がその使用す
る物品の修理を業として行う場合にその修理の行為の一部を他の事業者に委託することをいう。
３ この法律で「情報成果物作成委託」とは、事業者が業として行う提供若しくは業として請け負う作成の目的たる情報成果物の作成の行為の全部又
は一部を他の事業者に委託すること及び事業者がその使用する情報成果物の作成を業として行う場合にその情報成果物の作成の行為の全部又は一部を
他の事業者に委託することをいう。
４ この法律で「役務提供委託」とは、事業者が業として行う提供の目的たる役務の提供の行為の全部又は一部を他の事業者に委託すること（建設業
（建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条第二項に規定する建設業をいう。以下この項において同じ。）を営む者が業として請け負う建設工事
（同条第一項に規定する建設工事をいう。）の全部又は一部を他の建設業を営む者に請け負わせることを除く。）をいう。
５～10 （略）

◎「自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン」（平成30年２月２日付け雇均発0202第１号「「在宅ワークの適正な実施のためのガイドラ
イン」の改正について」（別添））（抄）

第２ 定義
このガイドラインにおいて、次に掲げる用語の意味は、それぞれ次に定めるところによる。

（１）自営型テレワーク
注文者から委託を受け、情報通信機器を活用して主として自宅又は自宅に準じた自ら選択した場所において、成果物の作成又は役務の提供を行

う就労をいう（法人形態により行っている場合や他人を使用している場合等を除く。）。
（２）～（４） （略）

参照条文等
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